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今回の結果より、うつ病を正確にうつ病と診断書上記載し職場と連携をとることは、休

職期間の短縮や休職を繰り返さないために重要と考えられた。うつ病以外の疾患では、障

害として職務遂行能力に影響を及ぼすことがあるため、休職期間の長期化と休職を複数回

繰り返す傾向に至りやすいと考えられた。 
診断書の表現は婉曲されている事が多いが、それ自体が休職期間や回数に影響を及ぼす

かどうかは、今回は例数が少なく検討出来なかった。同意書の取得が容易でなかったため、

本研究結果は事例報告レベルの限界が存在するが、得られた事例からは今後の職場復帰関

連研究についての重要な知見が見いだされた。今後は、さらに例数を増やし結果の一般化

を引き続き目指して行く予定である。 
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（５）考察 

 

各事例の平均休業休職回数・日数を中心に、対応困難度、診断書病名とレトロスペクティブ操

作的診断結果をまとめ直してみると（表２）、それぞれの共通点と相違点が見いだされた。 

 

表 2 休職事例の特徴一覧 
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今回の事例研究では、対応困難度が高いケースでは、休業回数および日数が多い傾向に

あると認められ、主治医診断と研究チームによる診断の乖離が大きいことがわかった。こ

のことから、休職期間の長期化や再休職防止のために重要な視点として、診断書病名が正

確に記載され、職場に届け出されることがあげられる。診断書病名と実際の病状に乖離が

ある場合、診断書病名に基づいた職場対応では、問題が発生する場合があることを示唆し

ており、これはすなわち、再休職や休職期間の延長化につながり、結果として、患者本人

の不利益になりかねない。現在、職場におけるメンタルヘルス対策においては、発症予防

を中心とした一次予防や早期発見・早期治療を中心とした二次予防に加え、長期病休者の

職場復帰と再発予防を中心とした三次予防を総合的に実施して行くことが推奨されている。 
しかしながら、実際には精神疾患により休業をした労働者の職場復帰支援や再発予防を

中心とした対応に関しては、各職場で実効的な対策をたてることの難しさが指摘されてお

り、91.2%の事業場関係者がメンタルヘルス不全の職場復帰について悩んでいると回答して

いる 6)。そのひとつの要因として、精神科医を産業医として配置している事業場は限られる

ため、主治医による病状回復の程度を中心とした職場復帰可能の診断書に頼らざるを得ず、

結果として病状はある程度回復しているものの、職務能力が十分に回復していないために
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